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1.  平成23年3月期第2四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第2四半期 7,215 23.9 303 ― 327 ― 352 ―
22年3月期第2四半期 5,824 △37.9 △730 ― △657 ― △697 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第2四半期 23.18 ―
22年3月期第2四半期 △45.88 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第2四半期 32,211 25,565 79.4 1,682.35
22年3月期 30,600 25,359 82.9 1,668.82

（参考） 自己資本   23年3月期第2四半期  25,565百万円 22年3月期  25,359百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無   

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 0.00 ― 5.00 5.00
23年3月期 ― 0.00
23年3月期 

（予想）
― 5.00 5.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  有   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 16,700 19.3 345 ― 400 ― 370 ― 24.35



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  無  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基
づく四半期レビュー手続は終了しておりません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の条件に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。なお、業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につ
いては、四半期決算短信（添付資料）４ページ「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧下さい。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.4「その他の情報」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期2Q 15,721,000株 22年3月期  15,721,000株
② 期末自己株式数 23年3月期2Q  524,660株 22年3月期  524,620株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期2Q 15,196,356株 22年3月期2Q  15,196,380株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）におけるわが国経済は、中国をはじ

めとする新興国の経済成長などを背景に回復の兆しが見られていたものの、期の後半にかけての急激な円高の進行

にともない輸出・生産が鈍化しつつあるとともに、依然としてデフレの進行や雇用情勢の不安は残るなど、景気の

先行きの不透明な状況が続いております。 

 このような厳しい環境のもとで、当社グループは「危機を克服し、新たな成長を拓く」をスローガンとし、中期

経営計画に掲げる「既存事業分野での確実な利益確保を行える体制づくり」、「新規事業領域での事業育成強

化」、「グローバル化への対応」を進めるべく、引き続き、内外製区分の見直しや製品設計等の標準化を通じたコ

ストダウン、新エネルギー関連分野向けの積極的な営業活動と新規事業開発部門の組織体制の変更、中国向け需要

を取込むための営業体制の拡充などの施策を行ってまいりました。 

 この結果、検査計測機器セグメントにおける検査計測装置の収益の計上基準変更の影響はあったものの、国内オ

フィス家具需要が底打ちから持ち直し傾向に推移したこと、産業機器セグメントが関係する電磁アクチュエータ等

の需要が大きく持ち直したこと等により、当第２四半期連結累計期間の売上高は7,215百万円で、前年同四半期比

1,391百万円(23.9％）の増収となりました。 

 利益面につきましては、業務プロセスの見直しや経費の見直しによる固定費の削減等の合理化を進めたこととと

もに、需要の回復等にともなう販売の増加の影響により、営業利益303百万円（前年同四半期は営業損失730百万

円）、経常利益は327百万円（前年同四半期は経常損失657百万円）となりました。また、当第２四半期連結累計期

間末において、繰延税金資産の回収可能性の見直しを行った結果、法人税等調整額△63百万円（利益にプラス方向

での調整）を計上したこと等により、四半期純利益は352百万円（前年同四半期は四半期純損失697百万円）となり

ました。 

 なお、従来、検査計測機器セグメントにおける検査計測装置の収益の計上基準は、国内売上高については客先搬

入基準、海外輸出売上高については船積基準としておりましたが、第１四半期連結会計期間より、検収基準に変更

しております。この変更に伴い、従来と同一の基準によった場合と比較し、当第２四半期連結累計期間において売

上高が4,094百万円減少し、営業利益、経常利益および税金等調整前四半期純利益がそれぞれ1,302百万円減少して

おります。この収益計上基準変更による影響額は、当第２四半期連結累計期間において、液晶向け検査装置の客先

搬入が集中し、客先搬入済み未検収の物件が多くなったこと及び当該客先搬入装置は通例の製品と比較して収益性

が高いものであったこと等によるものであります。 

  

 セグメントの業績は、次のとおりであります。 

 当社グループは、オフィス用、福祉・医療施設用の椅子等を製造販売する「住生活関連機器」事業、液晶等の検

査計測装置等を製造販売する「検査計測機器」事業、電磁アクチュエータ等を製造販売する「産業機器」事業を報

告セグメントとしております。また、その他の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ユニッ

ト（ばね）製品、エクステリア製品、機械・工具等の販売に係る事業を含んでおります。 

 なお、第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平

成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 

平成20年３月21日）を適用し、セグメント区分の変更を行っているため、セグメント業績の前年同四半期との比較

分析は行っておりません。 

①住生活関連機器 

 当セグメントにおきましては、オフィス家具需要は前連結会計年度における大幅な下落から当四半期は回復基調

に推移しましたが、引き続き市場の価格競争は激しく、事業を取り巻く環境は予断を許さない状況でありました。

 このような環境下、当セグメントにおいては生産体制・人員体制の見直しや抜本的な経費削減等、固定費の圧縮

に努めたほか、販売の拡大をはかるべく、国内・中国ともに新製品の開発と立ち上げに注力してまいりました。 

 この結果、当セグメントの売上高は2,762百万円、セグメント損失は31百万円となりました。 

②検査計測機器 

 当セグメントにおきましては、液晶テレビ需要の拡大等に合わせ液晶パネル製造設備投資は堅調に推移し、当社

液晶検査装置の納入も増加いたしました。このような環境下、当セグメントにおいては引き続き業務プロセスの改

革運動等、合理化に向けた積極的な活動を行うとともに、太陽電池製造プロセス向け等液晶以外の分野における検

査装置の積極的な営業、開発活動を行ってまいりました。 

 しかしながら、第１四半期連結会計期間より、収益の計上基準を変更したことの影響により当四半期に計上した

売上高は低調に推移し、その結果、当セグメントの売上高は2,374百万円となりました。一方、利益面では業務プ

ロセスの改革運動等の積極的な合理化により、セグメント利益は77百万円となりました。 

③産業機器 

 当セグメントにおきましては、金融機器・織機・半導体関連機器向けの電磁アクチュエータ需要は改善基調に推
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移し、それに伴い販売も堅調な動きとなりました。 

 この結果、当セグメントの売上高は829百万円、セグメント利益は223百万円となりました。 

④その他  

 その他の区分の売上高は1,248百万円、セグメント利益は47百万円となりました。 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

①資産、負債、純資産の状況に関する分析 

 当第２四半期連結累計期間末における総資産は32,211百万円となり、前連結会計年度末と比較して1,611百万円

増加いたしました。純資産合計は25,565百万円となり、前連結会計年度末と比較して205百万円増加いたしまし

た。この結果、自己資本比率は79.4％と前連結会計年度末と比較し、3.5ポイント減少いたしました。 

 資産の部については、前連結会計年度末に対し、主に受取手形及び売掛金が1,698百万円減少する一方、現金及

び預金が1,622百万円、仕掛品が1,625百万円増加したこと等により、流動資産が1,797百万円増加し、21,654百万

円となりました。固定資産合計は、主に減価償却による減少により有形固定資産が84百万円減少したこと、当四半

期末における有価証券の評価にともない投資有価証券が減少したこと等により、186百万円減少し、10,557百万円

となりました。 

 負債の部については、主に流動負債の前受金の増加等により、負債合計は1,405百万円増加し、6,645百万円とな

りました。 

 純資産の部については、主に当第２四半期連結累計期間における四半期純利益の計上等により、205百万円増加

し、純資産合計は25,565百万円となりました。 

  

②キャッシュ・フローの状況に関する分析 

 当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、8,762百万円となり

ました。 

 当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、前年同四半期比516百万円、38.3％増加の1,864百万円となりました。これは主

に、売上債権の減少額が前年同四半期の3,339百万円から当四半期は1,698百万円と前年同四半期比較で1,641百万

円の支出増となったこと及びたな卸資産の増減額が前年同四半期の154百万円の減少から当四半期は1,792百万円の

増加と前年同四半期比較で1,946百万円の支出増となったものの、税金等調整前四半期純損益が前年同四半期比較

で942百万円の利益増となったこと、仕入債務の増減額が前年同四半期の1,570百万円の減少から当四半期は35百万

円の増加と1,606百万円の収入増となったこと及び前受金の増減額が前年同四半期の27百万円の減少（同額につい

て、前年同四半期は「その他」に区分されております。）から当四半期は1,461百万円の増加と1,488百万円の収入

増となったこと等によるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果得られた資金は、前年同四半期比1,191百万円増加の14百万円となりました。これは主に、定期

預金の預入と払戻にかかる収支が前年同四半期の997百万円の支出から当四半期は150百万円の支出と、前年同期比

較で支出減となったこと及び前年同四半期に発生のなかった投資有価証券の売却及び償還による収入378百万円が

当四半期に発生したこと等によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動により支出した資金は、前年同四半期比6百万円、4.4％減少の140百万円となりました。これは主に、

長期借入金の返済による支出が前年同四半期の68百万円から当四半期は60百万円となったこと等によるものであり

ます。 

  



（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 第２四半期連結累計期間における業績の進捗および今後の受注動向等を勘案し、業績予想の見直しを行った結

果、平成22年５月７日に公表を行いました平成23年３月期通期連結業績予想を以下のとおり、修正しております。

業績予想の修正に関する詳細につきましては、本日別途開示させていただきました「平成23年３月期第２四半期累

計期間の業績予想値と決算値との差異および通期業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照下さい。 

平成23年3月期連結業績予想数値の修正（平成22年４月１日～平成23年３月31日）  

 なお、業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき、当社で判断したもので

あり、実際の業績は、今後発生する様々な要因によって予想値と異なる可能性があります。 

  

（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

 該当事項はありません。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

（会計方針の変更） 

①「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31 

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適 

用しております。 

 これによる営業利益、経常利益および税金等調整前四半期純利益に与える影響はありません。また、当会計基準

等の適用開始による資産除去債務の変動額もありません。 

②収益の計上基準の変更 

 当社グループは、これまで当社グループが製造する検査計測装置の収益の計上基準を国内売上高については客先

搬入基準、海外輸出売上高については船積基準としておりましたが、第１四半期連結会計期間より、検収基準に 

変更しております。 

 この変更は、検査計測装置の大型化、高度化等が進み、搬入から検収までの期間が長期化する傾向にあることか

ら、収益の計上基準をより客観性、確実性のある基準とするために行うものであります。 

 この変更に伴い、従来と同一の基準によった場合と比較し、売上高が4,094百万円減少し、営業利益、経常利益

および税金等調整前四半期純利益がそれぞれ1,302百万円減少しております。なお、セグメント情報に与える影響

は当該箇所に記載しております。 

  

（追加情報） 

①「セグメント情報等の開示に関する会計基準」等の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21 

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成 

20年３月21日）を適用しております。 

 セグメント情報は、添付資料９ページ、３．四半期連結財務諸表（５）セグメント情報をご参照下さい。 

  

（４）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

 該当事項はありません。 

  

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

 前回発表予想(A) 
百万円 

16,300 

百万円 

20 

百万円 

140 

百万円 

85 

円 銭 

5.59 

 今回修正予想(B) 16,700 345 400 370 24.35 

 増減額(B-A) 400 325 260 285 － 

 増減率（％） 2.5 1,625.0 185.7 335.3 － 

 前期実績 13,999 △816 △679 △820 △54.01 

２．その他の情報



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,292,767 7,670,749

受取手形及び売掛金 7,237,211 8,936,067

有価証券 152,166 150,876

商品及び製品 487,246 316,529

仕掛品 3,527,367 1,902,098

原材料及び貯蔵品 507,726 511,945

その他 451,220 374,087

貸倒引当金 △1,321 △5,670

流動資産合計 21,654,386 19,856,683

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,373,475 1,411,719

機械装置及び運搬具（純額） 620,122 677,686

土地 4,229,739 4,229,739

その他（純額） 253,198 242,324

有形固定資産合計 6,476,536 6,561,470

無形固定資産 115,309 117,643

投資その他の資産   

投資有価証券 2,939,886 3,311,830

その他 1,254,120 981,528

貸倒引当金 △228,738 △228,689

投資その他の資産合計 3,965,267 4,064,669

固定資産合計 10,557,113 10,743,782

資産合計 32,211,499 30,600,466



（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,292,338 3,256,958

未払法人税等 49,122 27,526

前受金 1,483,856 －

賞与引当金 244,399 165,942

受注損失引当金 145,720 147,383

その他 726,654 853,936

流動負債合計 5,942,091 4,451,747

固定負債   

長期借入金 120,000 180,000

退職給付引当金 415,979 437,620

役員退職慰労引当金 134,900 140,320

その他 32,927 30,805

固定負債合計 703,807 788,746

負債合計 6,645,899 5,240,493

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,015,900 2,015,900

資本剰余金 2,355,417 2,355,417

利益剰余金 21,575,670 21,299,391

自己株式 △272,388 △272,366

株主資本合計 25,674,599 25,398,342

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △81,472 △14,937

為替換算調整勘定 △27,526 △23,433

評価・換算差額等合計 △108,998 △38,370

純資産合計 25,565,600 25,359,972

負債純資産合計 32,211,499 30,600,466



（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 5,824,576 7,215,843

売上原価 5,631,474 5,782,581

売上総利益 193,102 1,433,262

販売費及び一般管理費   

給料及び手当 260,698 278,272

賞与引当金繰入額 13,726 50,067

退職給付費用 17,953 18,183

役員退職慰労引当金繰入額 5,880 5,460

その他 625,833 777,717

販売費及び一般管理費合計 924,092 1,129,699

営業利益又は営業損失（△） △730,989 303,562

営業外収益   

受取利息 16,064 16,118

受取配当金 8,936 9,455

助成金収入 57,735 14,179

その他 8,236 12,211

営業外収益合計 90,972 51,965

営業外費用   

支払利息 3,385 2,377

固定資産除売却損 4,014 1,099

為替差損 4,308 16,987

コミットメントフィー － 4,973

その他 5,596 2,594

営業外費用合計 17,304 28,033

経常利益又は経常損失（△） △657,321 327,494

特別利益   

貸倒引当金戻入額 84,063 4,290

投資有価証券売却益 － 7,406

その他 18 51

特別利益合計 84,082 11,748

特別損失   

事業整理損 36,602 －

関係会社株式評価損 － 2,999

投資有価証券評価損 － 3,286

その他 31 10

特別損失合計 36,634 6,296

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△609,873 332,945

法人税、住民税及び事業税 25,861 44,091

法人税等調整額 61,526 △63,405

法人税等合計 87,387 △19,314

少数株主損益調整前四半期純利益 － 352,260

四半期純利益又は四半期純損失（△） △697,261 352,260



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△609,873 332,945

減価償却費 246,184 216,525

貸倒引当金の増減額（△は減少） △84,063 △4,290

賞与引当金の増減額（△は減少） 7,173 78,490

退職給付引当金の増減額（△は減少） △41,618 △21,493

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 5,880 △5,420

事業整理損失引当金の増減額（△は減少） △33,000 －

受注損失引当金の増減額（△は減少） 56,000 △1,663

受取利息及び受取配当金 △25,001 △25,573

支払利息 3,385 2,377

投資有価証券評価損益（△は益） － 3,286

売上債権の増減額（△は増加） 3,339,581 1,698,090

たな卸資産の増減額（△は増加） 154,578 △1,792,338

仕入債務の増減額（△は減少） △1,570,531 35,708

前受金の増減額（△は減少） － 1,461,237

その他 △111,611 △112,427

小計 1,337,083 1,865,455

利息及び配当金の受取額 25,138 26,189

利息の支払額 △5,360 △2,274

法人税等の支払額 △21,949 △31,309

法人税等の還付額 13,320 6,919

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,348,232 1,864,980

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △1,196,000 △378,000

定期預金の払戻による収入 198,176 228,000

有価証券の取得による支出 － △102,338

有価証券の償還による収入 30,000 －

有形固定資産の取得による支出 △42,639 △93,192

有形固定資産の売却による収入 112 45

投資有価証券の取得による支出 △135,141 △10,549

投資有価証券の売却及び償還による収入 － 378,755

その他 △31,420 △8,357

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,176,912 14,362

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △68,000 △60,000

自己株式の取得による支出 － △21

リース債務の返済による支出 △2,966 △4,786

配当金の支払額 △75,981 △75,981

財務活動によるキャッシュ・フロー △146,948 △140,790

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,573 △16,533

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 25,945 1,722,018

現金及び現金同等物の期首残高 5,918,357 7,040,749

現金及び現金同等物の四半期末残高 5,944,302 8,762,767



 該当事項はありません。  

  

〔事業の種類別セグメント情報〕 

 （注）１．事業区分の方法 

      当社の事業区分は、内部管理上の区分によっております。 

    ２．各事業区分の主要製品 

  

〔所在地別セグメント情報〕 

前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日）  

本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。 

  

〔海外売上高〕 

前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

   ２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

     （1）北米・・・・・・・・米国 

     （2）アジア・・・・・・・中国、韓国、台湾、他 

     （3）その他の地域・・・・イタリア、ドイツ、他  

   ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

  
ＯＥＭ事業 
（千円） 

エレクトロ
ニクス関連
事業 
（千円） 

その他の事
業（千円） 

計（千円） 
消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高                                    

(1）外部顧客に対する売上高  3,196,986  2,336,704  290,885  5,824,576  －  5,824,576

(2）
セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 1,793  115  397,560  399,469  (399,469)  －

  計  3,198,780  2,336,820  688,445  6,224,045  (399,469)  5,824,576

営業利益又は営業損失（△）  △154,798  △589,449  9,759  △734,488  3,498  △730,989

 事業区分  主要製品 

 ＯＥＭ事業 

鋼製事務用椅子（事務用回転椅子、折畳椅子）、その他椅子等（会議用椅子・テーブ

ル等）、線ばね、板ばね、エクステリア（カーポート、テラス、オーニング）、健康

福祉関連機器、他 

 エレクトロニクス関連事業 
電磁アクチュエータ、フラット・パネル・ディスプレイ検査装置、原子間力顕微鏡、

他  

 その他の事業 工作機械、省力化機械、他  

  北米 アジア その他の地域  計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 50,857 734,924 4,875 790,656 

Ⅱ 連結売上高（千円）      5,824,576 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
0.9 12.6 0.1 13.6 



〔セグメント情報〕 

１．報告セグメントの概要 

  当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、最

高経営意思決定機関である経営会議が経営資源の配分の決定及び業績の評価をするために、定期的に検討を行う

対象となっているものであります。  

 当社グループは、製品・サービス別の事業部門を置き、各事業部門は国内及び海外の包括的な戦略を立案し、

事業活動を展開しております。そのため、当社グループは当該事業部門を基礎とした製品・サービス別の事業セ

グメントにより構成されております。 

 当社グループはこれらの事業セグメントのうち、報告すべきセグメントである「住生活関連機器」、「検査計

測機器」、「産業機器」の３つを報告セグメントとしております。 

 「住生活関連機器」は、オフィス用、福祉・医療施設用の椅子等を製造販売しております。「検査計測機器」

は、液晶等の検査計測装置等を製造販売しております。「産業機器」は電磁アクチュエータ等を製造販売してお

ります。 
  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

  

当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日） 

（注）その他の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ユニット（ばね）製品、エクステリア

製品、機械・工具等の販売に係る事業を含んでおります。  

  

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容（差異調整に関する事項） 

  当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日） 

 ４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。 

５．会計方針の変更 

当第２四半期連結累計期間 

 「２．その他の情報 （３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 （会計方針の変更）②」に記

載のとおり、従来、検査計測機器セグメントにおける検査計測装置の収益の計上基準は、国内売上高については

客先搬入基準、海外輸出売上高については船積基準としておりましたが、第１四半期連結会計期間より、検収基

準に変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、「検査計測機器」セグメントの売

上高が4,094,196千円、セグメント利益が1,302,460千円それぞれ減少しております。 
  

６．追加情報 

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21

  （単位：千円）

  

報告セグメント 
その他 
（注） 

合計 
住生活関連 

機器 
検査計測 
機器 

産業機器 計 

売上高             

外部顧客への売上高  2,762,616  2,374,581  829,997  5,967,194  1,248,648  7,215,843

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 9,861  11,703  7  21,571  395,297  416,869

計  2,772,477  2,386,284  830,004  5,988,766  1,643,945  7,632,712

セグメント利益又はセグメン

ト損失（△） 
 △31,786  77,199  223,461  268,874  47,831  316,706

  （単位：千円）  

利益 金額   

報告セグメント計  268,874

「その他」の区分の利益  47,831

セグメント間取引消去  △13,143

四半期連結損益計算書の営業利益  303,562   



年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 

平成20年３月21日）を適用しております。 

  

 該当事項はありません。  

  

生産、受注及び販売の状況  

（１）生産実績 

    当第２四半期連結累計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間取引は相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

（２）受注状況 

    当第２四半期連結累計期間における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） セグメント間の取引は相殺消去しており、消費税等は含まれておりません。 

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

４．補足情報

セグメントの名称 
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

前年同四半期比（％） 

住生活関連機器（千円）  2,853,791  －

検査計測機器（千円）  5,223,191  －

産業機器（千円）  910,412  －

報告セグメント計（千円）  8,987,395  －

その他（千円）  833,576  －

合計（千円）  9,820,972  －

セグメントの名称 受注高（千円） 
前年同四半期比

（％） 
受注残高（千円） 

前年同四半期比
（％） 

住生活関連機器（千円）  2,547,466  －  417,017  －

検査計測機器（千円）  2,459,042  －  6,081,018  －

産業機器（千円）  836,705  －  145,756  －

  報告セグメント計（千円）  5,843,213  －  6,643,791  －

その他（千円）  1,233,754  －  109,547  －

     合計（千円）  7,076,968  －  6,753,338  －



（３）販売実績 

    当第２四半期連結累計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売

実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

３．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

   

セグメントの名称 
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

前年同四半期比（％） 

住生活関連機器（千円）  2,762,616  －

検査計測機器（千円）  2,374,581  －

産業機器（千円）  829,997  －

報告セグメント計（千円）  5,967,194  －

その他（千円）  1,248,648  －

合計（千円）  7,215,843  －

相手先 

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

コクヨファニチャー株式会社  2,140,180  36.7  2,370,584  32.9

ＬＧジャパン株式会社  －  －  1,372,500  19.0
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